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平成３１年度 農林水産部の施策展開について 

１ 基本的な考え方 

持続可能な農林水産業と農山漁村の実現に向けて、最終年度を迎える「まち・ひと・し

ごと創生 島根県総合戦略」、「新たな農林水産業・農山漁村活性化計画 第３期戦略プ

ラン(H28～H31)」を着実に推進しつつ、目標達成に必要な施策分野に重点的に取り組む 

２ 重点的に取り組む事項 

【農業分野】 

  持続的な農業・農村の確立に向け、米に依存してきた本県農業の生産性や収益性の向上

を図るために設定した農業産出額１００億円増の目標の早期達成を目指し、以下の点に重

点的に取り組む 

  ①自営就農者確保対策の強化、地域をけん引する経営体の誘致など、安定的な農業経営

を実現できる中核的な担い手の確保・育成（新規） 

  ②水田における高収益な園芸品目の導入・拡大、産地化を進めるための拠点づくりなど

の水田園芸の振興（拡充） 

  ③「美味しまね認証制度」を核としたＧＡＰの推進（拡充） 

④消費者ニーズに即した有機農業の拡大 

【林業分野】 

  近年、全国トップレベルにある木材生産量の伸びを維持しつつ、利用期を迎えた森林の

主伐を促進し、循環型林業の定着・拡大を図るため、以下の点に重点的に取り組む 

①原木増産と再造林の低コスト化 

②経営体質強化や労働条件改善などへの支援による意欲と能力のある林業経営者の育 

成強化（拡充） 

③原木価格の向上に向けた県内の製材力の強化 

④新たな森林管理システムの積極的な活用（新規） 

【水産分野】 

  漁業生産額の拡大や生産性の向上に向け、基幹漁業の構造改革を進めるとともに、沿岸

漁業の活力再生に向け自営漁業者の確保や所得向上に取り組む 

  ①リース方式を活用した高性能漁船の導入促進等による企業的漁業経営体の体質強化 

  ②漁業集落における協業化の取組支援、新規就業者確保などによる沿岸漁業や漁村の活

性化（拡充） 
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※平成31年4月1日時点

基本目標Ⅰ　活力あるしまね
　　　　　　　　　　　　　　政策・施策・事務事業名 所管所属
　基本目標Ⅰ　活力あるしまね

政策１　ものづくり・ＩＴ産業の振興
Ⅰ－１－１　企業の競争力強化

しまね食品等輸出促進対策事業 しまねブランド推進課

中海水中貯木場管理運営 林業課

政策２　自然が育む資源を活かした産業の振興
Ⅰ－２－１　売れる農林水産品・加工品づくり

農林水産関係振興プラン等の進行管理事務 農林水産総務課

農林水産試験研究推進事業 農林水産総務課

農業技術センター試験研究費 農業経営課

農業改良普及事業 農業経営課

需要に応じた水田農業推進総合対策事業 農産園芸課

次代につなげるしまねの米需要創造事業 農産園芸課

経営所得安定対策直接支払推進事業 農産園芸課

地域農業経営確立支援事業 農産園芸課

農業競争力強化対策事業 農産園芸課

新農林水産振興がんばる地域応援総合事業 農産園芸課

農業復旧対策事業 農産園芸課

園芸総合事業 農産園芸課

みんなでつなげる「しまね有機の郷」事業 農産園芸課

安全で美味しい島根の県産品認証事業 農産園芸課

農業環境対策事業 農産園芸課

土壌環境対策事業 農産園芸課

しまね和牛生産振興事業 畜産課

乳用牛生産振興事業 畜産課

畜産公共事業 畜産課

畜産技術センター研究費 畜産課

畜産経営体支援指導事業 畜産課

中小家畜振興対策事業 畜産課

畜産競争力強化対策事業 畜産課

農畜産物の放射性物質検査等事業 畜産課

家畜疾病危機管理対策事業 畜産課

家畜伝染病予防事業 畜産課

家畜衛生対策事業 畜産課

ＢＳＥ検査体制確立事業 畜産課

飼料安全対策事業 畜産課

島根県獣医師確保緊急対策事業 畜産課

６次産業推進事業 しまねブランド推進課

農業農村整備事業管理 農村整備課

ほ場整備事業 農村整備課
しまねの農地再生・利活用促進事業（耕作放棄地再生利用緊急対策基盤整備等事業） 農村整備課

用排水施設等整備事業 農地整備課

一般農道等整備事業 農地整備課

国営事業完了地区等対策推進事業 農地整備課

国営造成施設管理事業 農地整備課

森林整備地域活動交付金事業 森林整備課

林業公社支援事業 林業課

中山間地域の農林試験研究推進事業 林業課

山の幸づくり振興対策事業 林業課

循環型林業に向けた森林経営の収益力向上対策事業 林業課

林業・木材産業成長産業化対策 林業課・森林整備
課木質バイオマス集荷体制支援事業 林業課

新たな森林管理システム推進事業 森林整備課

林業・木材産業制度資金融資事業 林業課

主な事業一覧
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※平成31年4月1日時点
基本目標Ⅰ　活力あるしまね
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政策・施策・事務事業名 　　　所管所属

林業普及指導事業 林業課

県有林整備事業 林業課

県行造林事業 林業課

新農林水産振興がんばる地域応援総合事業 林業課

森林計画樹立事業 森林整備課

森林資源情報の更新・管理事業 森林整備課

しまねの林業支援寄附金活用事業 森林整備課

造林事業 森林整備課

林業種苗供給事業 森林整備課

県・市町村林道事業、広域基幹林道事業 森林整備課

栽培漁業事業化総合推進事業 水産課

新農林水産振興がんばる地域応援総合事業（水産分） 水産課

栽培漁業センター管理運営委託事業 水産課

しまねのさかな商品力アップ・普及活動強化事業 水産課

漁場利用調整事業 水産課

漁業秩序維持管理事務 水産課

漁獲管理事業 水産課

国際漁業対策事業 水産課

水産業競争力強化漁船導入促進事業 水産課

アユ種苗生産拠点施設整備支援事業 水産課

漁港整備事業 漁港漁場整備課

漁場整備事業 漁港漁場整備課

漁港管理 漁港漁場整備課

Ⅰ－２－２　県産品の販路開拓・拡大の支援
地産地消推進事業 しまねブランド推進課

しまね食品等輸出促進対策事業 しまねブランド推進課

石見地域の県産品魅力発信事業 しまねブランド推進課

「ご縁の国しまね」食の魅力発信事業 しまねブランド推進課

しまねの食ご縁づくり事業 しまねブランド推進課

建築物木造化・木質化促進事業（木の家ですくすく子育て応援事業） 林業課

木材生産流通対策事業 林業課

Ⅰ－２－３　農林水産業の担い手の育成・確保
農林水産業協同組合検査事務 農林水産総務課

中核的な経営体を目指す自営就農者確保対策事業 農業経営課

地域をけん引する経営体確保対策事業 農業経営課

新規就農者確保・育成事業 農業経営課

農業次世代人材投資事業 農業経営課

担い手総合支援事業 農業経営課

人・農地問題解決支援事業 農業経営課

農林大学校における教育研修 農業経営課

農地利用集積の促進事業 農業経営課

農地利用関係の調整･調査 農業経営課

農地利用最適化推進支援事業 農業経営課

自作農財産管理事務 農業経営課

農業共済団体指導事業 農業経営課

農業協同組合等指導事業 農業経営課

農業制度資金融資事業 農業経営課

水田を活用した畜産担い手育成強化事業 畜産課

意欲と能力のある林業経営者育成・就業者確保総合対策事業 林業課

しまねの漁業担い手づくり事業 水産課

水協法に基づく指導・監督事務 水産課

水産業融資対策事業 水産課

漁場油濁救済事業 水産課

離島漁業再生支援事業 水産課

資源管理・漁業所得補償制度に関する事務 水産課

主な事業一覧
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※平成31年4月1日時点

基本目標Ⅱ　安心して暮らせるしまね
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政策・施策・事務事業名 所管所属
　基本目標Ⅱ　安心して暮らせるしまね

政策１　安全対策の推進
Ⅱ－１－７　災害に強い県土づくり

農村地域防災減災事業(地すべり対策事業） 農地整備課

農村地域防災減災事業(ため池等整備事業） 農地整備課

防災ダム管理及び保守事務 農地整備課

治山施設事業、地すべり防止事業 森林整備課

災害復旧事業 漁港漁場整備課

漁港海岸保全事業 漁港漁場整備課

Ⅱ－１－８　食の安全の確保
米トレーサビリティ制度推進事業 農産園芸課

水産物衛生・安全対策事業 水産課

政策５　生活基盤の維持・確保
Ⅱ－５－５　農山漁村の多面的機能の維持・発揮

集落営農体制強化スピードアップ事業 農業経営課

中山間地域等直接支払事業 農業経営課

多面的機能支払交付金事業 農村整備課

中山間ふるさと・水と土基金事業 農村整備課

野生鳥獣被害対策事業 森林整備課

水産多面的機能発揮対策 水産課

Ⅱ－５－６　居住環境づくり
中山間地域総合整備事業 農村整備課

農業集落排水事業 農村整備課

漁村環境整備事業 漁港漁場整備課

主な事業一覧
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※平成31年4月1日時点

基本目標Ⅲ　心豊かなしまね
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政策・施策・事務事業名 所管所属
　基本目標Ⅲ　心豊かなしまね

政策４　自然環境、文化・歴史の保全と活用
Ⅲ－４－１　多様な自然の保全

水と緑の森づくり事業 林業課

全国植樹祭実施事業 林業課

県民参加による森づくり事業 林業課

緑化推進事業 林業課

森林病害虫等防除事業 森林整備課

保安林整備管理事業 森林整備課

林地開発許可事務 森林整備課

野生鳥獣保護対策事業 森林整備課

島根ＣＯ２吸収・固定量認証制度 森林整備課

Ⅲ－４－２　自然とのふれあいの推進
花ふれあい公園事業 農産園芸課

森林林業体験活動推進事業 林業課

宍道湖自然館管理運営事務 水産課

Ⅲ－４－５　環境保全の推進
いのち育む島根の「環境農業」推進事業 農産園芸課

資源循環対策推進事業 農産園芸課

環境保全型農業直接支払交付金事業 農産園芸課

Ⅲ－４－６　再生可能エネルギーの利活用の推進
木質バイオマス資源の利用促進（林業・木材産業成長産業化対策） 林業課

主な事業一覧
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Ⅰ 活力あるしまね
１．ものづくり・ＩＴ産業の振興

(単位:千円)

区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

しまね食品等輸出促 24,780 県産農林水産物・食品の輸出拡大を通じ 農林水産部

進対策事業 て、地域産品の生産の維持拡大と地域産業 [しまねブラ

の活性化を促進 ンド推進課]

①農林水産品の輸出拡大

農林水産品の品目や国毎の輸出可能

性を探るほか、事業者の輸出戦略策定

を支援し輸出を拡大

②食品等輸出拡大の支援

現地企業とのネットワークの維持・

強化及び海外バイヤーの招へいにより

商談会を開催し、食品等の輸出を拡大

③食品輸出グループ活動の支援

・県内食品企業が一体となり取り組む

食品輸出コンソーシアムの主体的か

つ自立的な活動を支援

・複数の食品企業がチームとして取り

組む販路開拓を支援

［助成率］1/2

［上限額］150万円
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２．自然が育む資源を活かした産業の振興
(単位:千円)

区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

新規 中核的な経営体を目 95,298 地域や産地を支える中核的な経営体（販 農林水産部

指す自営就農者確保 売額1,000万円以上）の確保に向けて、自 [農業経営課]

対策事業 営就農者の確保対策を強化

①農林大学校における自営就農者育成機

能の強化

学生確保対策や教育カリキュラムの

見直しを実施

②雇用就農から自営就農へ移行できる仕

組みづくり

・自営就農支援コーディネーターの配

置

・自営就農志向者の受入に必要となる

設備等整備を支援

［助成率］1/3

・自営就農への移行を促進するための

研修を実施

③リース方式による初期投資の軽減

自営就農者の初期投資を軽減するた

め、農業用ハウスや牛舎等のリース料

の一部を助成

・国補助事業を活用する場合

［リース料の助成率］

１～３年目 1/2以内

４～５年目 1/3以内

・国補助事業対象外の場合

［リース料の助成率］

総リース料（整備費相当）の

1/3以内

（市町村等から1/3以上の助成

を受けた場合に限る）
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(単位:千円)

新規 地域をけん引する経 40,866 高い生産技術や販路を持ち、地域の雇用 農林水産部

営体確保対策事業 創出や農業生産の増大等が可能な「地域を [農業経営課]

けん引する経営体」を確保し、この経営体

を核とする地域の農業法人・農業者を巻き

込んだ産地づくりを推進

①誘致ガイドブックの作成

経営体誘致に向けた県の概要、農地、

支援策等をまとめたガイドブックを作

成

②誘致活動の推進

・誘致専門職員の配置

・誘致候補となる経営体が行う現地調

査を支援

・参入に先だって経営体が行う試作経

費を支援

［助成率］1/2

③誘致経営体の経営開始支援

国庫補助対象とならない農業機械、

雇用者の労働環境整備に係る施設整備

を支援

［助成率］1/3

④労力補完の仕組みづくり

ＪＡ等が農作業をサポートする人材

を募集し、労力不足の農家等とマッチ

ングする仕組みを普及

・マッチング専属職員の配置を支援

［助成率］1/2
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(単位:千円)

新規就農者確保・育 528,385 農業の担い手を確保・育成するため、自 農林水産部

成事業 営や雇用就農の増加対策を総合的に展開 [農業経営課]

①ＵＩターン希望者に対し、県と市町村

で協力して就農条件と生活環境をパッ

ケージで提案

②農業高校と地域の関係機関との連携を

図る専任のコーディネーターを配置

し、卒業後の就農を支援

③自営や半農半Ｘによる新規就農、新た

な雇用を創出する農業法人等の施設設

備整備を支援

［助成率］1/3

④ＵＩターン者など、第三者への経営継

承を支援

⑤自営就農等の研修受入先となる農家に

研修経費を助成

［助成額］定額 ３万円／月・人

⑥50歳未満で就農する者（青年）に対し

て、就農意欲の喚起と就農後の定着を

図るための資金を交付（国制度）

・就農前研修 150万円/年、最長２年間

・自営就農後 150万円/年、最長５年間

⑦ＵＩターン者（半農半Ｘ又は50歳以上

の自営就農）への就農前研修費助成

12万円／月、１年間

⑧ＵＩターン者（半農半Ｘ）への就農後

定住・定着助成

12万円／月、１年間

⑨新規就農者や将来を担う人材を育成す

るため、人材派遣会社を活用した就農

希望者の集落派遣や若手農業者・女性

農業者などを対象とした研修を実施
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(単位:千円)

集落営農体制強化ス 72,403 中山間地域における農地の維持と集落の 農林水産部

ピードアップ事業 活性化を図るため、集落営農組織の法人化 [農業経営課]

と農地の有効活用、広域連携組織の設立と

多業化による収益確保を一体的に支援

①複数の集落営農組織等が連携する広域

連携組織の設立支援

・集落間の意見調整や事業計画策定を

サポートする広域連携コーディネー

ターを配置

・事業計画作成のために取り組む研修

会開催経費等を支援

②広域連携組織の活動支援

・多業化に取り組む人材育成のための

研修を実施

・多業化のための試行的な取組を支援

［助成率］2/3

・農産物の共同販売や大型機械の共同

利用など収益確保のための取組を支

援

［助成率］ソフト 1/2、ハード 1/3

・広域連携組織が法人化する際に必要

な経費を支援

［助成率］定額 40万円／団体

③個別集落営農組織の活動支援

・転作や施設整備など農地維持・活用

のための取組を支援

［助成率］ソフト 1/2、ハード 1/3

・法人化に伴う会計ソフト導入等の経

費処理の効率化を支援

［助成率］定額 10万円／団体

④地域協議会等の行う支援体制整備

農業再生協議会が実施する研修会等

の活動を支援
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(単位:千円)

需要に応じた水田農 113,431 水田農業を持続的に展開していくため、 農林水産部

業推進総合対策事業 業務用向けの米生産、水田における収益が [農業経営課]

見込める土地利用型作物の導入を進め、「島 [農産園芸課]

根県産米の需要確保」と「主食用米以外の

水田活用」を一体的に推進

将来にわたって持続可能な島根の米づく

りの実現のため、島根県産米の販売力を総

合的に強化するとともに、ライフスタイル

の変化等に対応した新たな需要を創出する

ための取組を推進（№21再掲）

①生産支援

・需要がある「つや姫」「きぬむすめ」

の生産拡大や飼料用米の実証を行う

ほか、生産体制の整備を支援

・地域別の水田農業戦略（ビジョン）

や米の需要動向に対応した生産計画

の検討を支援

②販売力強化対策 【新規】

・複数年契約拡大に向けた実需者と産

地の継続的なマッチングなどの取組

を推進

・農業者のビジネス力向上のための研

修会の開催などにより担い手組織等

の販売力を強化

・県立大学等との共同研究による島根

県産米の特性の「見える化」や利用

形態に応じた品種選定、販売方法の

検討により島根県産米の新たな需要

を創出

③経営安定対策

中山間地域における農地の維持と集

落の活性化を図るため、集落営農組織

の法人化と農地の有効活用、広域連携

組織の設立と多業化による収益確保を

一体的に支援
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(単位:千円)

新規 次代を切り開く水田 16,200 水田を活用した園芸の産地化を進めるた 農林水産部

活用園芸の拠点づく め、園芸拠点づくりに向けた生産性向上や [農産園芸課]

り事業 省力化に向けた仕組みづくりを支援

①園芸拠点づくり計画の策定支援

・産地化に向けた地域の課題の抽出や

合意形成を支援

［助成率］定額 50万円／地域

・排水、潅水対策や契約取引先の確保

など計画策定に必要な試行的な取組

を支援

［助成率］1/2

②園芸拠点の体制づくり支援

・体制整備に向けた機械レンタルの仕

組みづくりを支援

［助成率］1/3

・作業受託に必要な研修経費を支援

［助成率］120万円／年・人

・作業受託法人等に対して、受託に必

要な作業機械の整備を支援

［助成率］1/3

③新たな技術を導入するための現地試験

等の実施

12



(単位:千円)

園芸総合事業 116,028 産地規模が縮小している園芸産地の再生 農林水産部

や水田を活用した新たな園芸産地の形成に [農産園芸課]

向けた対策を総合的に実施（№23再掲）

①リース方式による初期投資の軽減

・ＪＡ等がリースハウスを建設し、担

い手にリースする場合、リース料の

一部を支援

［リース料の助成率］

１～３年目 1/2以内

４～５年目 1/3以内

・国の補助事業の対象外である施工費

の一部を支援

［助成率］1/3以内

②産地ビジョンに位置づけられた経営体

の法人化、経営力強化に向けた取組を

支援

・経営体の法人化手続費用を助成

［助成率］定額 40万円／経営体

・法人化に向けた研修や経理事務を支

援

［助成率］定額 10万円／経営体

③園芸施設の集積支援

産地ビジョンに位置づけられた経営

体への集積を前提とした園芸施設の長

寿命化、移設、効率化等の経費を助成

［助成率］ハード 1/3

④水田を活用した園芸の産地化を進める

ため、園芸拠点づくりに向けた計画策

定や体制づくりを支援 【新規】

⑤園芸作物への転換支援

高収益が見込める園芸作物への転換

に向けた排水対策や機械化の実証など

地域の取組を支援

13



(単位:千円)

みんなでつなげる 45,753 有機農業の拡大のための地域活動、生産 農林水産部

「しまね有機の郷」 者等の機械設備整備、ＵＩターン者等の受 [農産園芸課]

事業 入れによる担い手育成、定住化の取組を支

援

①地域・民間の取組を支援

［事業主体］

農業者、流通販売者、加工業者、

地域協議会等

［助成率］

・生産者支援、流通・販売者支援

ソフト 1/2、ハード 1/3

・地域活動支援

１～２年目 定額 100万円

３年目以降 1/2 上限50万円

・有機水稲産地化モデル支援

ソフト 1/2、ハード 1/3

・組織化支援

定額 40万円／団体

②推進事業

・販売、消費者理解対策の実施

・生産支援対策の実施

安全で美味しい島根 25,250 県独自の基準に基づく認証制度の運用に 農林水産部

県産品認証事業 より、県産農畜林水産物の安全の確保と消 [農産園芸課]

費者の信頼づくりを促進し、市場での競争

力を強化

・美味しまね認証の新基準・制度・認証

産品の認知度向上による認証及び消費

の拡大を図るため、ＰＲ活動を強化

・ＧＡＰ指導員及び審査員の確保やレベ

ルアップを推進

・ＧＡＰ認証取得の支援

農業競争力強化対策 2,075,770 農産物生産の収益力向上に計画的に取り 農林水産部

事業 組む農業者等に対し、高収益な作物等への [農産園芸課]

転換や低コスト・安定生産に必要な施設整

備、機械・機器の導入を支援
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(単位:千円)

農地利用集積促進事 406,106 担い手への農地集積・集約化や耕作放棄 農林水産部

業 地の解消を加速化するため、農地の出し手 [農業経営課]

・受け手や農地中間管理機構の活動を支援

①農地の「出し手」への支援

農地中間管理機構集積協力金を交付

②農地の「受け手」への支援 【新規】

・農地をまとめて借り入れる中山間地

域の認定農業者に対し、交付金を交

付

［交付金単価］２万円／10a

・担い手不在集落に出向き、農地維持

や農業生産を支援する取組を行う中

山間地域の担い手に対して、交付金

を交付

［交付金単価］1.5万円／10a

③農地中間管理機構運営費

農地中間管理機構を運営する（公財）

しまね農業振興公社に対し運営費を支

援

水田を活用した畜産 12,621 新たな畜産担い手の確保や農地の荒廃抑 農林水産部

担い手育成強化事業 止につながる水田放牧を推進するため、集 [畜 産 課]

落営農組織が行う水田放牧の試行から本格

実施までを総合的に支援

①集落営農組織の人材の技術習得を支援

・水田放牧実践スクールを開催

・地域の畜産農家をアドバイザーに任

命し、サポート体制を構築

②水田放牧の試行・本格実施を支援

・お試し放牧牛バンク制度を創設し、

登録した畜産農家に対して伝染病検

査費用等の実費相当を支援

・集落営農組織がバンクを活用し畜産

農家から牛をレンタルした場合のレ

ンタル料を助成

・電気牧柵などお試し放牧に必要な資

材を整備し、集落営農組織に貸与

・畜産農家が集落営農組織へ牛を貸し

出すために行う増頭経費を助成

［助成率］

定額 25万円／頭

（雌子牛評価額の1/3相当）
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(単位:千円)

「しまね和牛」振興 198,730 次回全国和牛能力共進会を見据え、次世 農林水産部

対策事業 代種雄牛造成対策、優秀繁殖雌牛の保留・ [畜 産 課]

導入支援及び生産・繁殖技術等に関する研

究を実施

①種雄牛造成強化対策

超優秀雌牛の導入

②繁殖雌牛改良強化対策

県有種雄牛産子の保留・導入支援

③全国和牛能力共進会対策

受精卵移植による優秀候補牛の作

出、肥育技術向上対策等を実施【新規】

④しまね和牛の改良に向けた研究

種雄牛造成、生産技術や繁殖技術に

関する研究を実施

畜産競争力強化対策 370,000 畜産クラスター計画に位置付けられた中 農林水産部

事業 心的な経営体に対し、収益力の強化や家畜 [畜 産 課]

環境問題への対応に必要な施設の整備、家

畜導入を支援

出雲コーチン種生産 3,893 出雲コーチン種を活用した地鶏の特産化 農林水産部

対策事業 に向けた取組を関係者と連携して推進 [畜 産 課]

・近親交配による繁殖等への影響をＤＮＡ

解析により調査

・地鶏の食味調査、成分分析の実施

・出雲コーチン原種の維持管理及び分散

飼育の推進 【新規】

家畜疾病危機管理対 200,000 高病原性鳥インフルエンザ、ＢＳＥ、口 農林水産部

策事業 蹄疫等の家畜疾病発生に備えた初動防疫活 [畜 産 課]

動や農家への損失補償経費を計上

①初動防疫経費

消毒資材、焼埋却経費等

②農家への損失補償

殺処分や移動制限に伴う損失補償

③風評被害対策経費

消費者への情報提供や安全性のＰＲ等
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(単位:千円)

島根県獣医師確保緊 23,663 県内の産業動物獣医師及び県職員獣医師 農林水産部

急対策事業 の安定確保を図るため、修学資金を貸与 [畜 産 課]

［対象者］

①県職員に従事する意欲のある学生

・獣医系大学生

・獣医系大学へ進学する高校生

②県内の産業動物臨床獣医師を目指す

獣医系大学生

［貸与額］月額10万円（私立は18万円）

（高校生は初年度前期納付金

相当額も対象）

［募集人員］①大学生４人、高校生１人

②１人

［貸与期間］最大６年間

［償還免除］貸与期間の3/2倍（私立は

5/3倍）の期間、獣医師と

して勤務

循環型林業に向けた 92,216 利用期を迎えた森林の主伐を促進し、県 農林水産部

森林経営の収益力向 産原木の生産を増加させるため、伐採後の [林 業 課]

上対策事業 搬送経費や小規模製材業者の設備修繕を支

援

①木材生産事業者等の原木搬送経費支援

［助成条件］

・主伐後に再造林を行うこと

・経営体質強化に取り組むこと

［助成率］定額 620円／ 

［Ｈ31(2019)助成見込原木量］131千 

②小規模製材事業者の設備修繕支援

［助成率］1/3

林業・木材産業成長 2,524,813 循環型林業の実現に向けて、森林整備か 農林水産部

産業化対策事業 ら木材の伐採・搬出・利用までの一体的な [林 業 課]

取組を支援

［事業内容］

作業道整備、高性能林業機械の導入、

木材加工流通施設整備、木質バイオマ

ス関連施設整備等
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(単位:千円)

木質バイオマス集荷 45,000 木質バイオマス発電施設等の燃料となる 農林水産部

体制支援事業 未利用木材等の効率的な集荷のため、経営 [林 業 課]

体質強化に取り組む木材生産事業者に対

し、山土場・作業道の整備を支援

［助成対象］山土場、作業道の整備

［助成率］定額

［事業期間］Ｈ30～31(2018～2019)

きのこの里づくり事 39,780 きのこ産地の増産、低コスト化に必要な 農林水産部

業 生産施設の新設・改修等に要する経費の一 [林 業 課]

部を助成

市場性のある新品種きのこの導入を図る

ため、栽培施設での実証栽培等を実施

①生産出荷施設等の整備

［対象者］

きのこ生産者、ＪＡ、森林組合等

［助成率］1/3以内

②新品種導入実証事業

市場性のある新品種の栽培実証

新規 新たな森林管理シス 19,230 森林資源の適正管理、循環型林業の本格 農林水産部

テム推進事業 稼働に向けた原木供給力の強化を図るた [森林整備課]

め、新たな森林管理システムの主体である

市町村の実施体制の整備を支援

［実施体制］

市町村自らが会員である（一社）島

根県森林協会に担当部局を設置
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(単位:千円)

意欲と能力のある林 113,494 「意欲と能力のある林業経営者」の育成 農林水産部

業経営者育成・就業 ・強化及び林業就業者の確保を推進するた [林 業 課]

者確保総合対策事業 め、総合的な対策を実施

①意欲と能力のある林業経営者の育成・強

化対策 【新規】

・キャリアアップ制度導入など、専門家

による必要な知識や手法等の指導を実

施

・新規就業者を確保するため、林業事業

体の魅力アップに向けた広報活動強化

や、林業事業体が行うインターンシッ

プを支援

・新規就業者の定着を支援するため、貸

与する林業機械等の導入支援や、技術

習得指導を支援

・週休二日制の導入などの労働条件の改

善や、若者や女性が働きやすい就労環

境の改善を支援

・経営コスト縮減のための技術の高度化

実践研修を実施

②就業者確保対策

・林業の魅力向上に向けた林業事業体の

就労条件改善の取組を支援

・しまね林業士制度を活用した就業者の

処遇改善を推進

・高校生やＵＩターン者を対象とした現

場体験会等の開催

・林業事業体による高性能林業機械の

ＯＪＴ研修の実施

・農林大学校林業課に就学する学生に給

付金を支給し、知識・技能の習得を支

援

［給付上限額］年間137.5万円／人

［給付期間］最大２年間

［給付枠］18人
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(単位:千円)

木の家ですくすく子 125,000 子育て世帯が県産木材を使用した住宅等 農林水産部

育て応援事業 の新築、増改築等を行う場合に工事費の一 [林 業 課]

部を助成

島根県西部地震及び平成30年７月豪雨に

よる被災世帯に対する助成を継続

［事業期間］Ｈ28～31(2016～2019)

［助成対象］子育て世帯、被災世帯

［Ｈ31(2019)助成戸数］

子育て世帯 260戸程度

被災世帯 20戸程度

［助成上限額］

・新築 30万円（石州瓦加算７万円）

・増改築 15万円（石州瓦加算５万円）

・修繕、模様替え 10万円

（被災世帯は外構工事も対象）

・上記に対し次のいずれかの場合10万

円を加算

三世代同居・近居、ＵＩターン者

中山間地域・離島

［事業主体］島根県木材協会

水産業競争力強化漁 70,000 漁業者の経営構造改善のため、国補助事 農林水産部

船導入促進事業 業を活用してＪＦしまね等が高性能な漁船 [水 産 課]

を導入し、漁業者にリースする場合、導入

経費の一部を助成

［助成率］

漁船建造費の1/20以内（１隻当たり

の上限2,500万円）

［リース事業の対象となる漁業者］

沖合漁業や沿岸漁業を行う中核的な

漁業者

離島漁業再生支援事 205,217 町村が作成した離島漁業集落活動促進計 農林水産部

業 画に基づき集落協定を締結した漁業集落に [水 産 課]

対し、離島漁業再生支援交付金を交付し、

漁場の生産力の向上や漁業再生に関する取

組を支援

特定有人国境離島地域の漁業集落におけ

る新たな雇用創出の取組を支援
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(単位:千円)

しまねの漁業担い手 13,971 漁業就業者の育成確保に向けた施策を総 農林水産部

づくり事業 合的に推進 [水 産 課]

・自営漁業者を目指して漁業の専門的知

識や漁労技術を習得する研修を実施

・定置網等の経営体で雇用され漁業の基

礎的技術の研修を受けながら、併せて

自営漁業の技術を習得する研修を実施

しまねのさかな商品 7,983 高鮮度等の高品質化により消費者に受け 農林水産部

力アップ・普及活動 入れられる商品づくりや低利用魚を活用し [水 産 課]

強化事業 た特産加工品の開発及び消費拡大の取組を

支援

①「浜の活力再生プラン」の推進支援

［実施主体］ＪＦしまね等

［助成率］ソフト 1/2以内

ハード 1/3以内

②新たな沿岸漁業モデルづくり事業

【新規】

漁村集落における操業や加工などの

協業化の実証的な取組を支援

アユ種苗生産拠点施 349,287 地場産アユの放流量を増やすことにより 農林水産部

設整備支援事業 天然アユの再生産・資源量の回復を目指す [水 産 課]

ため、県内唯一となる種苗生産施設の整備

を支援

［実施主体］江川漁業協同組合

［助成率］国1/2、県1/4

［事業期間］Ｈ30～31(2018～2019)
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(単位:千円)

新農林水産振興がん 128,350 「売れるものづくり・産地づくり」を中 農林水産部

ばる地域応援総合事 心に、地域の農林水産業が抱える課題の解 [農産園芸課]

業 決や改善に向けた提案型の取組及び雇用就

農を促進するための農業法人等の事業拡大

など、地域の主体的で戦略的な取組を支援

（№22、30、45一部再掲）

［事業内容］

地域提案型フリープラン方式及びメ

ニュー方式により、ソフト及びハード

支援

［助成率］ソフト 1/2以内、定額

ハード 1/3以内

ＴＰＰ協定の発効に 577,991 「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基 農林水産部

対応するための対策 づく対策として、地域の特性に応じた農林 [農産園芸課］

水産業の競争力強化や経営安定などの取組 [畜 産 課]

を支援（№27、31一部再掲）

①産地パワーアップ事業

産地パワーアップ計画に位置付けら

れた農業者、農業団体等が、高収益な

作物・栽培体系への転換を図る取組に

必要な機械・施設の整備や改植時に必

要な経費等を助成

②畜産競争力強化対策事業

畜産クラスター計画に位置付けられ

た中心的な経営体に対し、収益力の強

化や家畜環境問題への対応に必要な施

設の整備、家畜導入を支援
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(単位:千円)

６次産業推進事業 113,694 農山漁村の所得向上や雇用の拡大、地域 農林水産部

活力の向上を図るため、島根県の豊富な地 [しまねブラ

域資源を活用しながら、市町村や多様な事 ンド推進課]

業者がネットワークを構築して取り組む新

商品開発や販路開拓、農林水産物の生産・

加工・流通・販売施設等の整備を支援

［助成率］

・新商品開発、販路開拓

市町村戦略型 2/3以内

事業者連携型 1/2以内

・農林水産物の生産・加工・流通・販

売のための機械・施設整備等

市町村戦略型 1/2以内

事業者連携型 1/3以内

地産地消推進事業 8,575 「島根県地産地消促進計画」に基づく取 農林水産部

組を推進 [しまねブラ

①県産の原材料や伝統的技術により製造 ンド推進課]

された特産品を「しまねふるさと食品」

として認証

②「地産地消推進店」の普及

③食品加工事業者による地元農林水産物

の利活用の推進

④各圏域での取組推進及び「マルシェ」

の取組支援を実施

⑤観光関連施設（宿泊施設、飲料店等）

での地元食材の活用推進

⑥県産品展示商談会の開催

新規 「ご縁の国しまね」 8,409 県内の農林水産品及び加工食品等につい 農林水産部

食の魅力発信事業 て、県内外向けに魅力を発信 商工労働部

・通信販売のノウハウを習得する講習会 [しまねブラ

を開催 ンド推進課]

・県産品を紹介するＷｅｂサイトを運用

・ホテル等での「しまねフェア」の開催

を支援

23



(単位:千円)

新規 しまねの食ご縁づく 24,530 売れる農林水産品づくりに繋げるため、 農林水産部

り事業 農林水産事業者のマーケティング活動や産 [しまねブラ

地形成に向けた取組を支援 ンド推進課]

・首都圏からのバイヤーの招致や県産品

販売パートナー店を活用したフェアの

開催等を支援

・県内の農林水産品等を活用する飲食店

を認証し、シェフと生産者のマッチン

グを実施

・パートナー店のニーズを踏まえた、売

れる農産品づくりと営業力向上のため

のセミナーの開催や、産地形成に向け

た取組を支援
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
１．安全対策の推進

(単位:千円)

区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

風雪害等による農業 225,000 風雪害等に備え、農業施設等の復旧費に 農林水産部

施設等復旧対策事業 対する助成枠を計上 [農産園芸課]

農畜産物の放射性物 45,341 福島第一原子力発電所事故の影響による 農林水産部

質検査等事業 県産肉用牛の風評被害の防止や安全性を確 [畜 産 課]

認するため、県内でと畜する肉用牛全頭に

ついて放射性セシウム検査を実施

４．結婚・出産・子育て支援の充実
(単位:千円)

区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

木の家ですくすく子 120,000 子育て世帯が県産木材を使用した住宅等 農林水産部

育て応援事業 の新築、増改築等を行う場合に工事費の一 [林 業 課]

部を助成（№41一部再掲）

［事業期間］Ｈ28～31(2016～2019)

［助成対象］子育て世帯

［助成戸数］260戸程度

［助成上限額］

・新築 30万円（石州瓦加算７万円）

・増改築 15万円（石州瓦加算５万円）

・修繕、模様替え 10万円

・上記に対し次のいずれかの場合10万

円を加算

三世代同居・近居、ＵＩターン

者、中山間地域・離島

［事業主体］島根県木材協会
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５．生活基盤の維持・確保
(単位:千円)

区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

中山間地域等直接支 1,489,399 平地地域と中山間地域等の農用地との生 農林水産部

払事業 産条件の格差に対し、交付金を交付 [農業経営課]

［４期対策期間］Ｈ27～31(2015～2019)

［対象者］

集落協定により５年以上継続して農

業生産活動を行う農業者等

［負担割合］

区分 国 県 市町村

５法指定地域 1/2 1/4 1/4

５法外知事特認 1/3 1/3 1/3

５法内知事特認 1/2 1/4 1/4

５法指定地域とは、

特定農山村、振興山村、過疎地域、半島地域、

離島地域

多面的機能支払事業 1,327,404 農地の維持、水路や農道の補修等の地域 農林水産部

資源の向上を図る共同活動を支援 [農村整備課]

［負担割合］国1/2、県1/4、市町村1/4

26



(単位:千円)

集落営農体制強化ス 72,403 中山間地域における農地の維持と集落の 農林水産部

ピードアップ事業 活性化を図るため、集落営農組織の法人化 [農業経営課]

と農地の有効活用、広域連携組織の設立と

多業化による収益確保を一体的に支援（№

21再掲）

①複数の集落営農組織等が連携する広域

連携組織の設立支援

・集落間の意見調整や事業計画策定を

サポートする広域連携コーディネー

ターを配置

・事業計画作成のために取り組む研修

会開催経費等を支援

②広域連携組織の活動支援

・多業化に取り組む人材育成のための

研修を実施

・多業化のための試行的な取組を支援

［助成率］2/3

・農産物の共同販売や大型機械の共同

利用など収益確保のための取組を支

援

［助成率］ソフト 1/2、ハード 1/3

・広域連携組織が法人化する際に必要

な経費を支援

［助成率］定額 40万円／団体

③個別集落営農組織の活動支援

・転作や施設整備など農地維持・活用

のための取組を支援

［助成率］ソフト 1/2、ハード 1/3

・法人化に伴う会計ソフト導入等の経

費処理の効率化を支援

［助成率］定額 10万円／団体

④地域協議会等の行う支援体制整備

農業再生協議会が実施する研修会等

の活動を支援
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(単位:千円)

シカ適正管理対策委 28,531 出雲北山山地に生息するニホンジカを適 農林水産部

託事業 正な生息密度で管理するため、出雲北山山 [森林整備課]

地及び湖北山地における捕獲対策経費及び

両地域の農林作物被害の軽減を図るための

経費を助成

［委託先］出雲市ほか

［事業概要］

・生息頭数管理

・農林作物被害対策

・生息環境整備

野生鳥獣被害対策事 196,067 野生鳥獣による農林作物被害を防ぐため、 農林水産部

業 被害対策の取組を支援 [森林整備課]

①被害防除や捕獲を進める市町村等の取

組を総合的に支援

②地域関係者が一体となって被害対策に

取り組む地域において、指導者の育成

や地域の状況に応じた捕獲技術等の指

導を実施

③野生鳥獣等の大量出没に備え、県民の

安全確保、被害防止対策、捕獲強化等

の経費を計上
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Ⅲ 心豊かなしまね
４．自然環境、文化・歴史の保全と活用

(単位:千円)

区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

森林病害虫等防除事 41,326 ①松くい虫被害対策 農林水産部

業 保安林など重要な松林について、薬 [森林整備課]

剤散布、樹幹注入等の予防措置と伐倒

駆除等を組み合わせた防除対策により

松くい虫被害の拡大を防止

②ナラ枯れ被害対策

被害木の伐倒処理に要する経費を助

成

水と緑の森づくり事 192,085 水と緑の森づくり税を財源とし、県民と 農林水産部

業 協働して荒廃森林の「水を育む緑豊かな森」[林 業 課]

への再生を促進

［事業期間］Ｈ27～31(2015～2019)

①県民参加の森づくり

・みーもの森づくり事業

県民自らが企画・立案した森林づ

くりのための植栽活動や県産木材を

使う取組及び森林教育活動を支援

・森づくり情報の発信、交流

・しまね森林活動サポートセンターの

運営支援

・ふるさとの森講座の開催

森林教室やトレッキング教室を開

催

②緑豊かな森の再生

放置森林での不要木の伐採、人家・

田畑等に侵入する竹林の伐採や抵抗性

松の植栽

全国植樹祭開催準備 254,655 平成32(2020)年春季の第71回全国植樹祭 農林水産部

事業 開催に向け、実施計画の策定、会場の整備、[林 業 課]

式典運営に係る各種計画の策定、広報宣伝

活動等を実施
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１　目的別歳出予算（一般会計） （単位：千円、％）

比　　較 構成比
項目 対前年度比(%) (%)

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） (Ａ)/(Ｂ)

款２．総務費 15,934 18,254 △ 2,320 87.3 0.0

款６．農林水産業費 43,717,000 40,572,068 3,144,932 107.8 93.5

款１１．災害復旧費 3,030,822 2,472,502 558,320 122.6 6.5

46,763,756 43,062,824 3,700,932 108.6 100.0

２　課別歳出予算（一般会計） （単位：千円、％）

比　　較 構成比
項目 対前年度比(%) (%)

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） (Ａ)/(Ｂ)

農 林 水 産 総 務 課 723,428 686,833 36,595 105.3 1.5

農 業 経 営 課 6,521,064 6,293,124 227,940 103.6 13.9

農 産 園 芸 課 3,196,856 3,983,411 △786,555 80.3 6.8

畜 産 課 1,778,433 1,735,090 43,343 102.5 3.8

しまねブランド推進課
（ 農 林 水 産 業 費 ）

256,070 328,152 △72,082 78.0 0.5

農 村 整 備 課 4,521,612 4,226,613 294,999 107.0 9.7

農 地 整 備 課 9,814,834 7,648,880 2,165,954 128.3 21.0

（ 小 計 ） 26,812,297 24,902,103 1,910,194 107.7 57.3

林 業 課 6,019,571 5,983,555 36,016 100.6 12.9

森 林 整 備 課 7,181,880 6,655,557 526,323 107.9 15.4

（ 小 計 ） 13,201,451 12,639,112 562,339 104.4 28.2

水 産 課 2,613,400 2,592,156 21,244 100.8 5.6

漁 港 漁 場 整 備 課 4,136,608 2,929,453 1,207,155 141.2 8.8

（ 小 計 ） 6,750,008 5,521,609 1,228,399 122.2 14.4

46,763,756 43,062,824 3,700,932 108.6 100.0

３　特別会計 （単位：千円、％）

比　　較
項目 対前年度比(%)

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） (Ａ)/(Ｂ)

705,609 746,014 △40,405 94.6

17,116 12,918 4,198 132.5

722,725 758,932 △36,207 95.2

平成３１年度
当初予算

平成３０年度
当初予算

比較増減

農林水産部　平成３１年度当初予算の概要

部　合  計

農 林 漁 業 改 善 資 金

中 海 水 中 貯 木 場

平成３０年度
当初予算

平成３１年度
当初予算

平成３０年度
当初予算

比較増減

比較増減

部　合  計

農

業

林

業

水

産

業

平成３１年度
当初予算

部　合　計

( D ) / ( A )( D ) / ( A )( D ) / ( A )( D ) / ( A )
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４　内訳

（１)　公　共　事　業  （①～⑤の計）
（単位：千円、％）

比　　較
項　　　　目 対前年度比(%)

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） (Ａ)/(Ｂ)

公共事業
（①～⑤の計）

21,404,416 17,156,220 4,248,196 124.8

①　補　助　公　共
（単位：千円、％）

比　　較
項　　　　目 対前年度比(%)

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） (Ａ)/(Ｂ)

149,539 107,792 41,747 138.7

2,347,250 2,082,042 265,208 112.7

5,065,918 3,873,199 1,192,719 130.8

3,755,569 3,092,551 663,018 121.4

3,309,904 2,109,354 1,200,550 156.9

合　　　　　計 14,628,180 11,264,938 3,363,242 129.9

うち国土強靭化分 3,649,582 0 3,649,582 皆増

②　県　単　公　共
（単位：千円、％）

比　　較
項　　　　目 対前年度比(%)

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） (Ａ)/(Ｂ)

95,441 62,010 33,431 153.9

1,042,813 867,900 174,913 120.2

311,737 361,151 △49,414 86.3

150,000 110,000 40,000 136.4

合　　　　　計 1,599,991 1,401,061 198,930 114.2

③　受　託　事　業
（単位：千円、％）

比　　較
項　　　　目 対前年度比(%)

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） (Ａ)/(Ｂ)

53,550 69,300 △15,750 77.3

14,700 0 14,700 皆増

4,200 10,000 △5,800 42.0

合　　　　計 72,450 79,300 △6,850 91.4

比較増減

平成３１年度
当初予算

平成３０年度
当初予算

比較増減

比較増減
平成３１年度
当初予算

平成３０年度
当初予算

平成３０年度
当初予算

比較増減

平成３０年度
当初予算

平成３１年度
当初予算

平成３１年度
当初予算

畜 産 課

農 村 整 備 課

農 地 整 備 課

森 林 整 備 課

農 村 整 備 課

漁 港 漁 場 整 備 課

農 地 整 備 課

漁 港 漁 場 整 備 課

農 地 整 備 課

森 林 整 備 課

農 村 整 備 課

漁 港 漁 場 整 備 課

( D ) / (A )(D ) / (A )
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④　災　害　関　連　公　共　事　業
（単位：千円、％）

比　　較
項　　　　目 対前年度比(%)

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） (Ａ)/(Ｂ)

598,549 473,500 125,049 126.4

補　　助 342,549 217,500 125,049 157.5

県　　単 256,000 256,000 0 100.0

1,448,600 1,448,600 0 100.0

補　　助 845,000 845,000 0 100.0

県　　単 603,600 603,600 0 100.0

111,000 111,000 0 100.0

補　　助 89,000 89,000 0 100.0

県　　単 22,000 22,000 0 100.0

合　　　　　計 2,158,149 2,033,100 125,049 106.2

補　　助 1,276,549 1,151,500 125,049 110.9

県　　単 881,600 881,600 0 100.0

⑤　災　害　復　旧　事　業
（単位：千円、％）

比　　較
項　　　　目 対前年度比(%)

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） (Ａ)/(Ｂ)

2,241,646 1,636,821 604,825 137.0

516,000 553,000 △37,000 93.3

188,000 188,000 0 100.0

合　　　　計 2,945,646 2,377,821 567,825 123.9

平成３１年度
当初予算

平成３０年度
当初予算

比較増減

平成３１年度
当初予算

平成３０年度
当初予算

比較増減

漁 港 漁 場 整 備 課

森 林 整 備 課

農 地 整 備 課

漁 港 漁 場 整 備 課

農 地 整 備 課

森 林 整 備 課
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（２）　一　般　事　業

（単位：千円、％）

比　　較

対前年度比(%)

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） (Ａ)/(Ｂ)

723,428 686,833 36,595 105.3

6,521,064 6,293,124 227,940 103.6

3,196,856 3,983,411 △786,555 80.3

1,628,894 1,627,298 1,596 100.1

256,070 328,152 △72,082 78.0

2,025,371 2,013,261 12,110 100.6

851,208 797,460 53,748 106.7

（  小  　計  ） 15,202,891 15,729,539 △526,648 96.7

6,019,571 5,983,555 36,016 100.6

1,149,974 1,200,255 △50,281 95.8

（  小 　 計  ） 7,169,545 7,183,810 △14,265 99.8

2,613,400 2,592,156 21,244 100.8

373,504 401,099 △27,595 93.1

（  小　  計  ） 2,986,904 2,993,255 △6,351 99.8

合　　計 25,359,340 25,906,604 △547,264 97.9

（３）　特　別　会　計

（単位：千円、％）

比　　較

対前年度比(%)

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (Ａ)/(Ｂ)

農 業 改 良 資 金 37,388 58,007 △20,619 64.5

林 業 改 善 資 金 229,481 274,378 △44,897 83.6

林 業 就 業 促 進 資 金 90,765 86,190 4,575 105.3

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 347,975 327,439 20,536 106.3

（  小　  計  ） 705,609 746,014 △40,405 94.6

17,116 12,918 4,198 132.5

722,725 758,932 △36,207 95.2

平成３１年度
当初予算

平成３０年度
当初予算

比較増減

平成３１年度
当初予算

平成３０年度
当初予算

比較増減

合　　計

漁 港 漁 場 整 備 課

農
林
漁
業
改
善
資
金

項　　　目

項　　　目

中 海 水 中 貯 木 場

農 村 整 備 課

農 地 整 備 課

林 業 課

森 林 整 備 課

水 産 課

農 林 水 産 総 務 課

農 業 経 営 課

農 産 園 芸 課

畜 産 課

しまねブランド推進課
（ 農 林 水 産 業 費 ）
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　　農林水産部　　平成27～31年度当初予算の推移

総　　　　額

［単位：千円］ （H30.3.31現在）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 H27 H28 H29 H30 H31

（Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （E） （Ｆ） (C)/(Ｂ) (Ｄ)/(Ｃ) (Ｅ)/(Ｄ) (F)/(E)

農 林 水 産 総 務 課 750,877 811,955 745,694 686,833 723,428 82.5% 108.1% 91.8% 92.1% 105.3%

農 業 経 営 課 6,822,633 6,542,141 6,355,327 6,293,124 6,521,064 108.2% 95.9% 97.1% 99.0% 103.6%

農 産 園 芸 課 2,693,349 2,369,811 3,597,555 3,983,411 3,196,856 　   　皆増 88.0% 151.8% 110.7% 80.3%

畜 産 課 1,930,821 1,952,528 1,685,898 1,735,090 1,778,433 　   　皆増 101.1% 86.3% 102.9% 102.5%

しまねブランド推進課 260,131 186,945 256,057 328,152 256,070 238.7% 71.9% 137.0% 128.2% 78.0%

農 村 整 備 課 4,730,474 4,290,433 4,013,184 4,226,613 4,521,612 117.2% 90.7% 93.5% 105.3% 107.0%

農 地 整 備 課 7,652,377 8,914,531 7,196,634 7,648,880 9,814,834 101.0% 116.5% 80.7% 106.3% 128.3%

（ 小 計 ） 24,840,662 25,068,344 23,850,349 24,902,103 26,812,297 110.7% 100.9% 95.1% 104.4% 107.7%

林 業 課 4,147,646 5,472,576 3,711,710 5,983,555 6,019,571 48.3% 131.9% 67.8% 161.2% 100.6%

森 林 整 備 課 6,194,629 5,988,114 5,956,747 6,655,557 7,181,880 91.7% 96.7% 99.5% 111.7% 107.9%

（ 小 計 ） 10,342,275 11,460,690 9,668,457 12,639,112 13,201,451 67.4% 110.8% 84.4% 130.7% 104.4%

水 産 課 3,022,435 3,172,158 2,505,355 2,592,156 2,613,400 101.1% 105.0% 79.0% 103.5% 100.8%

漁 港 漁 場 整 備 課 2,975,920 3,192,613 3,702,144 2,929,453 4,136,608 91.4% 107.3% 116.0% 79.1% 141.2%

（ 小 計 ） 5,998,355 6,364,771 6,207,499 5,521,609 6,750,008 96.1% 106.1% 97.5% 89.0% 122.2%

41,181,292 42,893,805 39,726,305 43,062,824 46,763,756 93.6% 104.2% 92.6% 108.4% 108.6%

37,838 53,588 38,548 58,007 37,388 46.6% 141.6% 71.9% 150.5% 64.5%

193,902 228,168 236,654 274,378 229,481 119.2% 117.7% 103.7% 115.9% 83.6%

68,858 70,695 77,252 86,190 90,765 138.0% 102.7% 109.3% 111.6% 105.3%

240,362 260,298 291,156 327,439 347,975 97.0% 108.3% 111.9% 112.5% 106.3%

540,960 612,749 643,610 746,014 705,609 99.9% 113.3% 105.0% 115.9% 94.6%

4,859 144,671 6,616 12,918 17,116 97.2% 2977.4% 4.6% 195.3% 132.5%

545,819 757,420 650,226 758,932 722,725 99.9% 138.8% 85.8% 116.7% 95.2%

林 業 改 善 資 金

一
般
会
計

合　　　　　計

農
業

各年度対前年予算伸び率　（％）

合　　　　　計

（ 小 計 ）

林
業

水
産
業

項　　　目

特
別
会
計

中 海 水 中 貯 木 場

林 業 就 業 促 進 資 金

沿 岸 漁 業 改 善 資 金

農 業 改 良 資 金
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（１）　公　　共　　事　　業

①　補　　助　　公　　共

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 H27 H28 H29 H30 H31

（B） （C） （D） （E） （F） (C)/(B) (D)/(C) (E)/(D) (F)/(E)

99,918 99,164 100,332 107,792 149,539 　   　皆増 99.2% 101.2% 107.4% 138.7%

2,515,070 2,078,248 1,802,611 2,082,042 2,347,250 90.2% 82.6% 86.7% 115.5% 112.7%

4,422,977 4,013,465 3,624,028 3,873,199 5,065,918 125.4% 90.7% 90.3% 106.9% 130.8%

3,358,698 3,177,915 2,911,996 3,092,551 3,755,569 95.8% 94.6% 91.6% 106.2% 121.4%

2,093,217 2,234,157 2,794,184 2,109,354 3,309,904 88.7% 106.7% 125.1% 75.5% 156.9%

12,489,880 11,602,949 11,233,151 11,264,938 14,628,180 102.0% 92.9% 96.8% 100.3% 129.9%

②　県　　単　　公　　共

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 H27 H28 H29 H30 H31

（B） （C） （D） （E） （F） (C)/(B) (D)/(C) (E)/(D) (F)/(E)

43,300 77,500 57,084 62,010 95,441 64.5% 179.0% 73.7% 108.6% 153.9%

198,909 511,387 746,100 867,900 1,042,813 26.0% 257.1% 145.9% 116.3% 120.2%

0 140,000 0 　      　 － 　   　皆増 　   　皆減 　      　 － 　      　 －

141,951 249,148 415,351 361,151 311,737 28.2% 175.5% 166.7% 87.0% 86.3%

104,492 156,048 115,000 110,000 150,000 48.9% 149.3% 73.7% 95.7% 136.4%

488,652 1,134,083 1,333,535 1,401,061 1,599,991 31.5% 232.1% 117.6% 105.1% 114.2%

③　受　託　事　業

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 H27 H28 H29 H30 H31

（B） （C） （D） （E） （F） (C)/(B) (D)/(C) (E)/(D) (F)/(E)

34,600 7,350 49,350 69,300 53,550 52.8% 21.2% 671.4% 140.4% 77.3%

0 0 0 0 14,700 　      　 － 　      　 － 　      　 － 　      　 － 　   　皆増

10,000 10,000 10,000 10,000 4,200 28.9% 100.0% 100.0% 100.0% 42.0%

44,600 17,350 59,350 79,300 72,450 44.6% 38.9% 342.1% 133.6% 91.4%

農 地 整 備 課

項　　　　　目

項　　　　　目

漁港漁場整備
課

森 林 整 備 課

漁港漁場整備
課

農 村 整 備 課

林 業 課
（中海水中貯

農 村 整 備 課

漁港漁場整備
課

森 林 整 備 課

畜 産 課

合　　　　　計

合　　　　　計

合　　　　　計

項　　　　　目

農 地 整 備 課

各年度対前年予算伸び率　（％）

各年度対前年予算伸び率　（％）

各年度対前年予算伸び率　（％）

農 地 整 備 課

農 村 整 備 課
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（２）　災　害　関　連　公　共　事　業

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 H27 H28 H29 H30 H31

（C） （D） （E） （F） （F） (C)/(B) (D)/(C) (E)/(D) (F)/(E)

502,834 501,000 501,000 473,500 598,549 99.8% 99.6% 100.0% 94.5% 126.4%

補助 216,834 215,000 215,000 217,500 342,549 99.6% 99.2% 100.0% 101.2% 157.5%

県単 286,000 286,000 286,000 256,000 256,000 100.0% 100.0% 100.0% 89.5% 100.0%

1,079,600 1,079,600 1,079,600 1,448,600 1,448,600 100.0% 100.0% 100.0% 134.2% 100.0%

補助 615,000 615,000 615,000 845,000 845,000 100.0% 100.0% 100.0% 137.4% 100.0%

県単 464,600 464,600 464,600 603,600 603,600 100.0% 100.0% 100.0% 129.9% 100.0%

111,000 111,000 111,000 111,000 111,000 124.7% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

補助 89,000 89,000 89,000 89,000 89,000 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

県単 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 　   　皆増 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

1,693,434 1,691,600 1,691,600 2,033,100 2,158,149 101.3% 99.9% 100.0% 120.2% 106.2%

（３）　災　　害　　復　　旧

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 H27 H28 H29 H30 H31

（C） （D） （E） （F） （F） (C)/(B) (D)/(C) (E)/(D) (F)/(E)

1,626,000 1,528,733 1,588,287 1,636,821 2,241,646 101.4% 94.0% 103.9% 103.1% 137.0%

277,000 253,000 325,000 553,000 516,000 101.1% 91.3% 128.5% 170.2% 93.3%

188,000 188,000 188,000 188,000 188,000 102.2% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

2,091,000 1,969,733 2,101,287 2,377,821 2,945,646 101.5% 94.2% 106.7% 113.2% 123.9%合　　　　　計

農 地 整 備 課

森 林 整 備 課

漁港漁場整備
課

合　　　　　計

森 林 整 備 課

漁港漁場整備
課

項　　　　　目

農 地 整 備 課

項　　　　　目

各年度対前年予算伸び率　（％）

各年度対前年予算伸び率　（％）
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（４）　一　　般　  事　  業

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

項　　　目 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 当初予算 H27 H28 H29 H30 H31

（B） （C） （D） （E） （F） (C)/(B) (D)/(C) (E)/(D) (F)/(E)

農 林 水 産 総 務 課 750,877 811,955 745,694 686,833 723,428 82.5% 108.1% 91.8% 92.1% 105.3%

農 業 経 営 課 6,822,633 6,542,141 6,355,327 6,293,124 6,521,064 108.2% 95.9% 97.1% 99.0% 103.6%

農 産 園 芸 課 2,693,349 2,369,811 3,597,555 3,983,411 3,196,856 　   　皆増 88.0% 151.8% 110.7% 80.3%

畜 産 課 1,830,903 1,853,364 1,585,566 1,627,298 1,628,894 　   　皆増 101.2% 85.6% 102.6% 100.1%

し ま ね ブ ラ ン ド 推 進 課 260,131 186,945 256,057 328,152 256,070 238.7% 71.9% 137.0% 128.2% 78.0%

農 村 整 備 課 2,137,504 2,127,335 2,104,139 2,013,261 2,025,371 191.5% 99.5% 98.9% 95.7% 100.6%

農 地 整 備 課 901,657 2,359,946 737,219 797,460 851,208 76.8% 261.7% 31.2% 108.2% 106.7%

（ 小 計 ） 15,397,054 16,251,497 15,381,557 15,729,539 15,202,891 118.0% 105.5% 94.6% 102.3% 96.7%

林 業 課 4,147,646 5,472,576 3,711,710 5,983,555 6,019,571 48.3% 131.9% 67.8% 161.2% 100.6%

森 林 整 備 課 1,337,380 1,228,451 1,224,800 1,200,255 1,149,974 96.1% 91.9% 99.7% 98.0% 95.8%

（ 小 計 ） 5,485,026 6,701,027 4,936,510 7,183,810 7,169,545 55.0% 122.2% 73.7% 145.5% 99.8%

水 産 課 3,022,435 3,172,158 2,505,355 2,592,156 2,613,400 101.1% 105.0% 79.0% 103.5% 100.8%

漁 港 漁 場 整 備 課 469,211 493,408 483,960 401,099 373,504 125.6% 105.2% 98.1% 82.9% 93.1%

（ 小 計 ） 3,491,646 3,665,566 2,989,315 2,993,255 2,986,904 103.8% 105.0% 81.6% 100.1% 99.8%

合　　　　　計 24,373,726 26,618,090 23,307,382 25,906,604 25,359,340 92.4% 109.2% 87.6% 111.2% 97.9%

農 業 改 良 資 金 37,838 53,588 38,548 58,007 37,388 46.6% 141.6% 71.9% 150.5% 64.5%

林 業 改 善 資 金 193,902 228,168 236,654 274,378 229,481 119.2% 117.7% 103.7% 115.9% 83.6%

林 業 就 業 促 進 資 金 68,858 70,695 77,252 86,190 90,765 138.0% 102.7% 109.3% 111.6% 105.3%

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 240,362 260,298 291,156 327,439 347,975 97.0% 108.3% 111.9% 112.5% 106.3%

（ 小 計 ） 540,960 612,749 643,610 746,014 705,609 99.9% 113.3% 105.0% 115.9% 94.6%

中 海 水 中 貯 木 場 4,859 4,671 6,616 12,918 17,116 97.2% 96.1% 141.6% 195.3% 132.5%

合　　　　　計 545,819 617,420 650,226 758,932 722,725 99.9% 113.1% 105.3% 116.7% 95.2%

各年度対前年予算伸び率　（％）
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審議会等一覧

（１）法令によるもの
所属課 名 称 概 要 委員数

農林水産 島根県森林審議会 森林法（昭和２６年法律第２４９号）
総務課 の規定に基づき、知事の諮問に応じ １２人

て、森林・林業施策に関する重要事
項を調査審議し答申する。

しまねブラ 島根県卸売市場審議 卸売市場法（昭和４６年４月３日法 １０人
ンド推進課 会 律第３５号）の規定に基づき知事の

諮問に応じ島根県卸売市場整備計画
に関する事項、その他卸売市場に関
する重要事項を調査審議する。

水産課 島根県内水面漁場管 漁業法（昭和２４年法律第２６７号）
理委員会 の規定に基づき島根県内の内水面に １０人

おける採捕及び増殖に関する事項を
処理する。

水産課 島根海区漁業調整委 漁業法（昭和２４年法律第２６７号）
員会 の規定に基づき島根海区（鳥取県と １５人

島根県との境から島根県と山口県と
の境に至る地先水面。中海を含む）
における漁業に関する事項を処理す
る。

隠岐支庁 隠岐海区漁業調整委 漁業法（昭和２４年法律第２６７号）
員会 の規定に基づき、隠岐海区（隠岐郡 １０人

の地先海面）における漁業に関する
事項を処理する。

（２）条例によるもの
所属課 名 称 概 要 委員数

農林水産 島根県農政審議会 知事の諮問に応じ、農業施策に関す
総務課 る重要事項を調査審議すること。 １２人

農林水産 島根県水産振興審議 本県水産振興に関する重要事項を調
総務課 会 査審議する。 １２人

畜産課 島根県蜜蜂転飼調整 蜜源植物の調査、増殖保護や蜜源に
審議会 対する転飼蜂群数、期間について答 １３人

申する。
漁港漁場整 浜田漁港管理会 浜田漁港の維持管理に関する重要事
備課 項を調査審議する。 １０人
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